
 

                                                    平成21年5月 1日 

新型インフルエンザに関する総務省の対応方針の改定について 

 

本日開催された政府の新型インフルエンザ対策本部会合において「基本的対処

方針」が改定されたことを受け、総務省新型インフルエンザ対策本部（本部長：

鳩山総務大臣）において本部長指示及び総務省対処方針の改定について伝達され

ました。また、本日 17:00から同幹事会（幹事長：大臣官房企画課長）を開催し、

総務省対処方策を改定いたしました。 

総務省新型インフルエンザ対策本部本部長指示、総務省対処方針及び総務省対

処方策は別添のとおりですので、お知らせします。 

［参考］総務省新型インフルエンザ対策本部構成員 

本 部 長 総務大臣 

本部長代理 総務副大臣、総務大臣政務官 

副本部長 事務次官、総務審議官、大臣官房長、消防庁長官 

本 部 員 大臣官房総括審議官、人事・恩給局長、行政管理局長、行政評価局長 

        自治行政局長、自治財政局長、自治税務局長、情報通信国際戦略局長 

情報流通行政局長、情報流通行政局郵政行政部長、総合通信基盤局長 

        統計局長、政策統括官、消防庁次長 

 

［参考］総務省新型インフルエンザ対策本部幹事会構成員 

幹 事 長 大臣官房企画課長 

副幹事長 消防庁総務課長 

幹  事 大臣官房秘書課長、大臣官房総務課長、大臣官房会計課長 

大臣官房政策評価広報課長、人事・恩給局総務課長、行政管理局企画調整課長 

行政評価局総務課長、自治行政局行政課長、自治行政局地域政策課長 

自治財政局財政課長、自治税務局企画課長、情報通信国際戦略局参事官 

情報流通行政局総務課長、情報流通行政局郵政行政部企画課長 

総合通信基盤局総務課長、統計局総務課長、統計企画管理官 

       消防庁消防・救急課救急企画室長 

 

 

 
 

 

（連絡先）大臣官房企画課 梶課長補佐 

   電話：（代表）03-5253-5111（内線 2100） 

       （直通）03-5253-5157 

   FAX：03-5253-5160 



鳩 山 本 部 長 指 示 

平 成 2 1 年 ５ 月 １ 日 

総務省新型インフルエンザ対策本部 

 

本日、新型インフルエンザの疑いのある患者の

届出があった。改めて、新型インフルエンザ対策

は、国家の危機管理上の重要課題であるとの認識

のもと、総務省においても国民の安全・安心の確

保に万全を尽くすこと。 

このため、これまで講じている措置を強化する

ほか、国内で新型インフルエンザ患者が発生した

場合には、患者や濃厚接触者が活動した地域等に

おける感染拡大防止のための措置を弾力的、機動

的に講じる必要がある。政府の新型インフルエン

ザ対策本部の基本的対処方針に従い、適切に対応

すること。 

  特に、地方公共団体など関係団体に対する助言

を徹底するとともに、適宜適切かつ積極的な対応

を要請等すること。 



総 務 省 対 処 方 針 

平 成 2 1 年 ５ 月 １ 日 

総務省新型インフルエンザ対策本部 

新型インフルエンザ対策について、本日改定された政府の基本

的対処方針に従い、総務省は、当面以下の措置を講ずる。 

 

１． 基本的な考え方 

新型インフルエンザ対策は、国家の危機管理上の重要課題で

あるとの認識のもと、国民の安全・安心の確保に万全を尽くす

必要がある。 

このため、国民への情報提供や関係者との情報共有及び連携

を図るほか、国内での発生に備えた準備などの所要の取組を迅

速かつ適切に実施する。 

 

２． 取組事項 

①  省内体制の確立 

 適切かつ迅速な対応が可能な体制、消防庁緊急対策本部の

設置、関係者への情報提供及び所要の指示・要請、総務省業

務継続に向けた取組み 

②  国内の患者発生の場合の感染拡大防止措置の周知・要請 

 地方公共団体、関係団体等に対する助言・要請 

 事業者に対する不要不急の事業の縮小の要請 

③  地方公共団体における警戒態勢の強化等 

 地方公共団体の警戒態勢強化、地方公共団体の積極的な取

組の要請、地方公共団体との情報共有 

④  社会機能維持に関わる事業者等に対する要請 

 放送・通信・郵便事業者等に対する事業継続に向けた行動

準備要請 

⑤  総務省職員に関する対応 

 海外渡航に関する指導及び備蓄品（マスク等）の確保 

⑥  その他 



総 務 省 対 処 方 策 

平 成 2 1 年 ５ 月 １ 日 

総務省新型インフルエンザ対策本部幹事会 

 

新型インフルエンザ対策について、本日改定された政府の基本的対処

方針に従い、総務省は、当面以下の措置を講ずる。 

 

１． 基本的な考え方 

新型インフルエンザ対策は、国家の危機管理上の重要課題であるとの認識のも

と、国民の安全・安心の確保に万全を尽くす必要がある。 

このため、国民への情報提供や関係者との情報共有及び連携を図るほか、国内

での発生に備えた準備などの所要の取組を迅速かつ適切に実施する。 

 

２． 取組事項 

①  省内体制の確立 

１）新型インフルエンザの発生に適切かつ迅速に対応するため、連絡体制を設

けるとともに、必要に応じて新型インフルエンザ対策本部又は同本部幹事会

を開催する。【大臣官房（企画課等）、全部局】 

２）総務省新型インフルエンザ対策本部内に消防庁緊急対策本部を設置し、新

型インフルエンザの発生に伴う救急・安全対策に適切かつ迅速に取り組む。

【消防庁】 

３）各地方支分部局・付属機関及び関係団体（関係事業者団体、独立行政法人、

公益法人、特別の法律により設立される法人等）に対し、情報提供及び所要

の指示・要請を遅滞なく行う。【関係部局】 

４）総務省におけるテレワークの体制の整備など普及を進める。【大臣官房（秘

書課・企画課・総務課）、情報流通行政局】 

５）国内での発生に備え総務省の業務継続のための方策をすみやかに策定する。

【大臣官房（総務課）】 

 



②  国内の患者発生の場合の感染拡大防止措置の周知・要請 

 国内で患者が発生した場合には、ウィルスの特徴や感染拡大の恐れに応じ

て、弾力的、機動的に以下の措置を講ずる。 

１）地方公共団体に対し、政府の基本的対処方針に示された感染拡大防止措置

を徹底するよう、厚生労働省と協力して要請する。【自治行政局】 

２）関係団体に対し、政府の基本的対処方針に示された感染拡大防止措置を徹

底するよう要請する。【関係部局】 

３）所管する事業者に対し、不要不急の事業の縮小など、政府の基本的対処方

針に示された感染拡大防止措置を徹底するよう要請する。【情報流通行政局、

総合通信基盤局】 

 

③ 地方公共団体における警戒態勢の強化等 

１）地方公共団体（消防・防災部門）における救急搬送に関する関係機関との

連携強化を指示する。【消防庁】 

２）新型インフルエンザ患者を救急搬送する可能性があることを想定し、感染

防止対策の徹底を指示する。【消防庁】 

３）地方公共団体に対し、積極的な対応を行うよう、厚生労働省と協力して要

請する。【自治行政局】 

４）その他地方公共団体との情報共有に努める。【自治行政局】 

 

④ 社会機能維持に関わる事業者等に対する要請 

１）所管する事業者に対し、引き続き、迅速な情報提供を行うとともに、国内

で新型インフルエンザが発生した場合に備え、職場での感染防止策の実施及

び業務継続体制の確立を早急に図ることを要請する。【情報流通行政局、総

合通信基盤局】 

２）特に、国民の安全・安心の確保やライフラインの維持に関わる放送・通信

事業者や郵便事業株式会社等に対しては、国内で新型インフルエンザが発生

した場合に備え、事業継続に向けた取組みの準備等必要な対策を要請すると

ともに、状況の確認を行う。【情報流通行政局、総合通信基盤局】 



⑤  総務省職員に関する対応 

１）外務省から示される感染症危険情報（渡航延期の勧告など）を踏まえ、在

外勤務及び海外渡航について職員に指導する。【大臣官房（秘書課）】 

２）庁舎内におけるうがい、手洗いの環境を整備する。【大臣官房（会計課）】 

３）マスクの着用や手洗い、うがいの励行などの感染予防策を周知するととも

に、職員及び家族の健康状態に注意するよう指導する。【大臣官房（会計課）】 

４）マスク、消毒液などの物品について備蓄を確保し、発生時における対応の

準備を行う。【大臣官房（総務課）】 

 

⑥  その他 

１）上記のほか、新型インフルエンザ対策行動計画、新型インフルエンザガイ

ドライン等に基づき、適切に対応する。【全部局】 

2）電子政府の総合窓口（e-Gov）のお知らせ欄に緊急告知として「新型イン

フルエンザへの対応」を掲げ、関係情報へのアクセスの利便に資する。  

【行政管理局】 

 

以上 
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